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溶接をめぐる共同研究ネットワーク
― 1940 年代後半・50 年代における日本溶接協会の活動を中心に ―
沢　井　　　実†
はじめに
1949 年 12 月に刊行された工業技術庁編『技
術白書－わが国鉱工業技術の現状』は造船
技術に関する記述の中で，47 年に来日した


























工業新聞社出版局，1949 年，101 － 102 頁。
1．日本溶接協会の設立
（1）日本溶接協会設立の背景
























中央編』第 8 版，日本官界情報社，1951 年，448 頁，
日本図書センター復刻版，2004 年）。
5 キャンベルは 1947 年 8 月に第二次ストライク調査団
の一員として来日した。同調査団は造船，鉄鋼，工作
機械，電力，化学，主要軍事施設など各産業部門につ




報社，1984 年，384 － 388，403 － 407 頁）。
6 会談の当日，ピアースは木原と手塚に「大阪の岡田
会長さんの処で色々面白い研究を見せて頂きました。




































『溶接学会誌』第 17 巻第 1 号，1948 年 1 月，38 頁）。
7 R・S・キャンベルは集中排除審査委員会（Deconcen-
tration Review Board，略称DRB）の委員長として，他の




8 日本溶接協会 30 年史編集委員会編『日本溶接協会



































1947 年 4 月から 8 月にかけて 5 回の会議を開催して答
申案を作製した。その結果 9 月 22 日の工業標準調査会
基本金属部会溶接鋼線委員会において JES金属 3523 と
して，被覆電弧溶接棒心線規格が決定された（三橋鐵
太郎「被覆熔接棒芯線規格の制定の経過」，『機械試験
所所報』第 2 巻第 2 号，1948 年 8 月，71 頁）。
10 「座談会　学会の 50 年を振りかえる」（『溶接学会誌』
第 45 巻第 9 号，1976 年 9 月）119 頁。





































12 前掲『日本溶接協会 30 年史』12 頁。
13 以上，仲威雄「熔接学会熔接研究委員会の活動状況
について」（『溶接学会誌』第 16 巻第 2 号，1947 年 2 月）































14 岡田実『閃光－第 2 部夏の雲』産報，1970 年，42 頁。
15 岡田實『閃光－溶接と共に七十年－』産報出版，






共」，『溶接学会誌』第 15 巻第 8 号，1946 年 8 月，4 －
5 頁）として，日本溶接協会の設立を先取りする議論を
展開した。
























後，1948 年 8 月 30 日に社団法人日本溶接協会
設立発起人会が開催された。設立趣意書では，
（1）科学技術中心の工業，（2）協力体制の確













ことになった。1948 年 9 月 18 日に全日本溶接
工業会長の谷口寿治が会議を招集し，第 3 部会
結成総会が開催された（表 1 参照）。
溶接棒製造会社で構成される第 1 部会は 10











18 以下，同上書，26 － 32 頁による。
表 1　日本溶接協会の部会組織








































［出所］　日本溶接協会 30 年史編集委員会編『日本溶接協会 30 年史』1979 年，26 － 32 頁。

































19 1926 年設立の電気鎔接協会は翌 27 年に社団法人熔
接協会と改名し，協会は 43 年に社団法人熔接学会に改
名した。岡本は 1932 年から 37 年にかけて熔接協会の
第二代会長を務めた（岡田実「熔接学会 30 年の歴史と
熔接技術」，『溶接学会誌』第 26 巻第 4 号，1957 年 4 月，













おります。来るべき 1950 年から 55 年にはわれ






































［出所］　前掲『日本溶接協会 30 年史』30 頁。





















た 21。12 月 3 日に開催された第 2 回電気溶接研
究委員会では研究事項として，①鋲並びに溶接
20 前掲『日本溶接協会 30 年史』31 頁。


































討が進められていた 25。8 月 7 日の第 4 回総会で
は，第一分科会から「塑性域まで引張応力を与
22 『造船協会雑纂附録時報』第 7 号，1947 年 4 月，4 頁。
23 『造船協会雑纂附録時報』第 8 号，1947 年 5 月，4 頁。
24 『造船協会雑纂附録時報』第 10 号，1947 年 10 月，4
－ 5 頁。
25 『造船協会雑纂附録時報』第 12 号，1947 年 11 月，6
頁。
表 3　造船協会電気溶接研究委員会の構成
分科 主査 幹事 委員




第三分科 會田長次郎 島田英男 今井信男　遠山光一
山口重夏　木下共武
御鳴要　　清水千春





会会報』第 80 号，1949 年 3 月）69 頁。































現用鋼材の調査を提案し，その結果 50 年 3 月
から運輸省船舶局の下で造船用鋼材研究会が開
催されるようになった 29。
26 『造船協会雑纂附録時報』第 14 号，1948 年 2 月，7
－ 8 頁。























続いて 1952 年 3 月に鋼材の溶接性研究を目
的とする第六分科会（主査：吉識雅夫，幹事：
大谷碧）が設置された 32。第六委員会では設置













と技術蓄積』有斐閣，1998 年）10 － 11 頁参照。
30 造船協会溶接研究委員会第五分科会「米国船級協会
の同協会船級船に関する要求事項に対する意見に就い
て」（『造船協会雑纂』第 288 号，1950 年 12 月）。
31 造船協会電気溶接研究委員会編『船の溶接設計要覧』
天然社，1953 年参照。
32 福田，前掲「電気溶接研究委員会報告」57 － 58 頁。
33 『造船協会誌』第 301 号，1953 年 1 月，44 頁。
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担当は溶接協会第 8 部会であった 34。






























34 『造船協会誌』第 297 号，1952 年 5 月､ 49 頁。
35 福田烈「電気溶接研究委員会報告」（『造船協会誌』
第 310 号，1954 年 4 月）41 － 42 頁。
36 社団法人造船協会・社団法人日本溶接協会「熔接技
術の急速な進歩を図り造船等重要工業の生産合理化に
資する方策　説明書」（『溶接界』第 2 巻第 1 号・第 3
号，1950 年 1 月，3 月）参照。




議会が実現することはなかったが，50 年 4 月
に設立された運輸技術研究所に溶接部が設けら







年 11 月にはその研究の成果であるSW－ 1 形
自動潜弧（サブマージアーク）溶接機の試作品





アンド・カーボン社（Union Carbide and Carbon 
Corporation） が ユ ニ オ ン メ ル ト（Unionmelt）
という商標名で保有し（1937 年に日本特許と
して登録），戦時中に中断状態だった本特許の




大学工学部の岡田実に依頼した 41。「昭和 25 年
に私がアメリカの大学，研究所を調査に行っ
たとき 42，大阪変圧器から交渉を頼まれたんで
38 同上，第 2 巻第 3 号，35 頁。
39 編集部「注目される運輸技術研究所熔接部の概況」
（『溶接界』第 3 巻第 8 号，1951 年 8 月）43 頁。
















distributor）となることとなり，1951 年 5 月 22
日に両社の間で契約が結ばれた 46。




術を習得した。一方，50 年 5・6 月には運輸省
船舶局が中心となって 9 台のユニオンメルト溶
接機と 1 台のリンカーン型潜弧溶接機が輸入さ
て 1950 年 10 月 24 日から 51 年 2 月 8 日に訪米し，2 月
17 日には在阪神地区の溶接専門家を交えて「岡田教授
帰朝報告座談会」が開催された（大阪大学工学部溶接





44 座談会記事「国際交流の 50 年」（前掲『溶接学会誌』










『溶接学会誌』第 32 巻第 7 号，1963 年 7 月，10 頁）。







界』第 3 巻第 4 号，1951 年 4 月，38 頁）。
46 大阪変圧器は 1951 年 5 月 22 日付けのユニオンメル
ト溶接機に関する技術援助契約書をもって申請したが，
外資委員会は技術提携ではなく販売提携であるとして


























47 「日本熔接協会第 8 部会（造船）議事録」（『溶接界』
第 2 巻第 9 号，1950 年 9 月）30 頁。
48 長谷川光雄「溶接機器の変遷」（関西造船協会偏『関
西造船協会 50 年のあゆみ』1962 年）207 頁。
49 川勝義雄・鈴木和久「Linde社#50 溶剤及び#43 心線
の性能試験結果について」（『溶接資料』第 1 巻第 2 号，
1953 年 6 月）159 頁。
50 吉田・隈部，前掲論文，10 頁。
51 日本からの照会に対して，リンデ社は 1951 年末に
「#50 熔剤及#43 心線により硫黄亀裂の発生は防止し得
る」との回答を寄せた（川勝・鈴木，前掲論文，159
頁）。また 52 年 6 月 16 日にNBC呉で行われた日本溶
接協会第 8 部会（造船関係）で講演したリンデ社派遣
技 師 のA・E・ デ ィ ッ ト リ ッ ヒ（Dittrich） も「Union 
Carbide and Carbon Co.のNiagara Falls Laboratoryで 日 本
のリムド鋼を試験した結果によると，Oxweld#43 溶接




における適用方法）」，『溶接学会誌』第 21 巻第 11 号，
1952 年 11 月，323 頁）。
52 前掲『大阪変圧器五十年史』358 － 360 頁。
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ユニオン・カーバイド社から送られてきた技
術資料，SW－ 1・2 形の経験を踏まえて，大







解の下，52 年 9 月に大阪変圧器と神戸製鋼所
との間でワイヤ国産化の契約が成立したため，
53 年以降は輸入の必要がなくなった。コンポ





日本溶接協会は，1951 年 5 月に運輸省船舶
局との共催で来日中のイギリスのフューズアー
ク社のベッティ（Betty）技師を招き 54，ヒュー
53 同上書，361 － 362 頁。
















応えて 1955 年 12 月の総会では，各部会すべ
てを現状に合わせて改組することが決議され
ためにベッティ技師が派遣された（編集部「熔接協会
第八部例会」，『溶接界』第 3 巻第 11 号，1951 年 11 月，
34 頁）。
55 前掲『日本溶接協会 30 年史』394 頁。
56 日本溶接協会 50 年史編集委員会編『日本溶接協会
50 年史』1999 年，568 頁｡
57 吉田・隈部，前掲論文，11 頁。
表 4　日本溶接協会が委託研究費・補助金を受けた主要研究項目 （1000 円）






1 国産鋼材に対するユニオンメルト標準工作法 運輸省 1952 -53 600 1 ,600 造船施行委員会
2 船体構造におけるディープ・フイレット溶接法の実用化 同上 1953 -54 800 2 ,300 同上
3 鋼船工作法におけるガス切断および加工技術の確立 同上 1954 -55 800 2 ,500 造船ガス工作法委員会
4 高能率溶接棒の使用による船体溶接作業の高速化 同上 1956 -37 800 3 ,000 造船施行委員会
5 耐熱材料の溶接の実用化 通産省 1956 -57 2 ,200 8 ,700 耐熱材料研究委員会
6 耐熱合金のロウ付による精密溶接法の実用化 同上 1957 -58 1 ,700 6 ,700 同上




科学技術庁 1957 -58 20 ,667 20 ,667 原子力研究委員会
9 原子炉用超厚板およびクラッド鋼の溶接 同上 1958 -59 9 ,000 19 ,000 同上
10 ダイバージェント型ガス切断火口の新生産方式の確立 通産省 1958 -59 940 2 ,500 造船ガス工作法委員会
11 アルミニウム溶接部のX線検査基準案作製 防衛庁 1958 2 ,200 4 ,000 A.X.委員会
12 原子炉用特殊金属ジルコニウムおよびマグノックスの溶接 科学技術庁 1959 8 ,000 18 ,000 原子力研究委員会
13 船体用高張力鋼の溶接性 防衛庁 1959 4 ,500 5 ,500 H.T.委員会
14 化学プラント用材料の溶接 通産省 1959 1 ,700 7 ,000 化学機械委員会
［出所］　松崎清三郎「日本熔接協会の活動状況について」（『熔接技術』第 8 巻第 1 号，1960 年 1 月）70 頁。









接技術』第 8 巻第 1 号，1960 年 1 月）70 頁。
表 5　日本熔接協会の部会活動（1953 年度）
部会別 回数 議題 開催場所 開催月日 備考
熔接棒 第1回 1.軟鋼用被覆電弧溶接棒規格改訂の審議 運輸技術研究所 4月20日
第2回 1.国際標準化機構の熔接棒記号規定案に対するわが国としての意見の取りまとめ 大阪大学熔接工学教室 5月7・8日
第3回 1.被覆電弧溶接棒心線用線材および心線（JIS　G3523）改訂案の作成 早大鋳物研究所 7月24日
2.低合金鋼用被覆電弧溶接棒の規格の検討
3.ガス熔接棒の試験結果について
第4回 1.被覆アーク溶接棒心線用丸鋼規格案の審議 八幡製鉄（株） 9月21日
2.低合金鋼用被覆アーク溶接棒規格案の審議
第5回 1.ガス溶接棒規格案の審議 八幡製鉄（株） 9月29日
第6回 1.3研究報告 国鉄郡山工場 10月22・23日
2.ガス溶接棒規格案の審議
第7回 1.欧米視察団（関口春次郎） 早大共通教室 11月17日
第8回 1.軟鋼用ガス溶接棒の規格案の審議 早大横田研究室 12月8日
第9回 1.イルミナイト系溶接棒使用について 早大横田研究室 12月8日 造船部会と合同
第10回 1.軟鋼用ガス溶接棒規格案の審議 早大横田研究室 1月18日
第11回 1.低合金鋼用被覆電弧溶接棒 JIS案の審議 早大横田研究室 2月19日
電気溶接機 第1回 1.軽合金抵抗溶接およびその装置に関する規格案の審議 都立工業奨励館 4月7日 航空機部会と合同
2.鋼板用抵抗溶接機規格の件
3.航空機溶接工技術検定規格案の審議
第2回 1.軽合金抵抗溶接およびその装置に関する規格案の審議 運輸技術研究所 4月20日 航空機部会と合同
2.交流アーク溶接機 JIS指定に関する件
第3回 1.航空機溶接工技術検定規格案の審議 昭和飛行機工業（株） 6月26日 航空機部会と合同
2.軽合金抵抗溶接およびその装置に関する航空規格案の審議
第4回 1.交流アーク溶接機の定格電流決定について 日本鉄鋼協会 11月13日
2.鋼板用点溶接機規格案について
第5回 1.鋼板用点溶接規格案の審議 大阪大学熔接工学教室 3月12・13日
造船 第1回 1.ガス溶断機協会との懇談 運輸技術研究所 4月22日
2.X線検査に対するその後の状況
第2回 1.ディープフイレツト溶接棒および溶接法について 運輸省会議室 8月24日
2.太径棒の製作可否について
第3回 1.イルミナイト系溶接棒使用について 早大横田研究室 12月8日
車輌 第1回 1.第4回車輌会社全国溶接競技会 日本車輌製造（株） 4月8日




第3回 1.さきに開催した委員会での決定に基づき担当委員の取り纏めた資料の検討 鉄道技術研究所 5月21日
第4回 1.各社の研究結果の報告並に今後の研究方針および項目について検討 日本車輌製造（株） 5月22日
第5回 1.高抗張力鋼資料作成 鉄道技術研究所 7月9日
2.実験種目の検討
第6回 1.研究法案の作成について 日本車輌製造（株） 7月17日
第7回 1.各社・鉄研の研究報告（27件） 車輌工業協会 8月20・21日
第8回 1.高抗張力鋼板の栓溶接の強度に関する研究要領案について 日本車輌製造（株） 2月24・25日
2.車輌用点溶接作業標準について 汽車製造
3.車輌会社溶接競技会についての打合せ
［出所］　日本溶接協会「昭和 28 年度（会告）　会務報告および事業報告」（『溶接資料』第 2 巻第 7 号，1954 年 6 月）
584 － 587 頁。
（注）（1）機械部会，航空機部会，検定部会は省略。









1948 年 10 月の設立当初，溶接棒生産のトッ
プメーカーである神戸製鋼所が第 1 部会に参加































永井　信雄 （株）神戸製鋼所 幹事長，第1分科会主査，第 5 分科会会計主任
岡田　寛 東洋電極工業（株） 幹事，第 3 分科会会計主任
前川　重市 日本熔接棒（株） 幹事，第 2 分科会会計主任
賀来　信一 日本海事協会 幹事
杉原　栄次郎 工業技術院電気試験所 第 2 分科会主査
安藤　精一 日本国有鉄道鉄道技術研究所 第 3 分科会主査，第 1 分科会会計主任
吉田　兎四郎 三菱日本重工業（株）横浜造船所 第 4 分科会主査
田村　博 運輸省運輸技術研究所 第 5 分科会主査
伊東　祐光 工業技術院機械試験所 第 6 分科会主査
渡辺　潔 （株）日立製作所日立研究所 第 7 分科会主査
伊達　憲治 川崎製鉄（株）千葉製鉄所 第 4 分科会会計主任
森本　泉 東京熔接棒（株） 第 6 分科会会計主任






































［出所］　『溶接棒の研究』第 1 号，1957 年 4 月，143 －
144 頁。

































た 63。技術委員会は日本溶接会議（Japan Institute 
of Welding: JIW） 64 第 9 委員会と緊密な連携をと
61 『溶接棒の研究』第 1 号，1957 年 4 月，143 － 146 頁。
62 関口春次郎「緒言」（同上誌）7 頁。
63 前掲『日本溶接協会 30 年史』68 － 69 頁。
64 1948 年 に 設 立 さ れ た 国 際 溶 接 学 会（International 
Institute of Welding: IIW）に対応する機関として 53 年に
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〈第 6 部会・電気溶接機部会〉
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（National Electrical Manufacturers Association）規
格を取り寄せ，参考資料とすることなどが申し
合わされた。50 年 4 月に運輸技術研究所溶接
部が設置され，同部が多数の最新溶接機を輸入
し 66，52 年にそれらを公開展示したこと，また
51 年 9 月の大阪変圧器とユニオン・カーバイ
ド社の技術提携などが第 6 部会の再活性化の要
因となった。前掲表 5 にあるように 1953 年度
の部会活動はもっぱら規格案の審議に費やされ
た。








た（同上書，292 － 293 頁）。
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製溶接機械を購入し，試験設備を整備したが，52 年 11
月 18 日に開催された運輸技術研究所の第 4 回研究発表
会において輸入溶接機の性能調査報告が行われた（竹
花范平・小椋陽・中村孝・山口照三「運輸研究所の輸
入溶接機について（上）」，『溶接界』第 4 巻第 12 号，
1952 年 12 月，および運輸技術研究所編『十年史』1960
年，37 頁）。
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1949 年 2 月 23 日に第 8 部会と第 6 部会の合
同会議，24 日には第 8 部会と第 1 部会および















（昭和 33 年度）」，『溶接技術』第 7 巻第 7 号，1959 年 7
月，57 － 58 頁）。
68 同上。
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1951 年 8 月 21・22 日に開催された第 8 部会
例会では，川勝義雄（中日本重工業神戸造船
所）「Filler Metal MethodによるUnionmelt Weld











第 8 部会は 1954 年に造船部会と改称され，






72 以上，前掲「日本熔接協会第 8 部会（造船）議事録」
33 － 35 頁。なおここで言及された「鋼材研究会」は
50 年 3 月から活動を開始した「造船用鋼材研究会」の
ことである。
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同委員会は 55 年 10 月から造船部会に所属した（前掲
『日本溶接協会 30 年史』94 － 95 頁）。
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出用の優秀車輌を製作していきたいとの抱負を
語った 80。






























80 大塚誠之「溶接協会第 9 部会（車輌部会）の発足に
際しての所感」（『溶接界』第 1 巻第 3 号，1949 年 10
月）。





























『溶接学会誌』1952 年 1 月号の「巻頭言」に
83 長谷川，前掲「溶接機器の変遷」207 － 208 頁。









は 1959 年に板厚 60 ㎜の溶鉱炉の鉄皮の板継ぎ溶接に
はじめてKZ型開先が採用された（吉田俊夫「自動溶接
における新しい開先」，『溶接学会誌』第 30 巻第 4 号，
1961 年 4 月）。




















86 木原博「巻頭言」（『溶接学会誌』第 21 巻第 1 号，
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The Network of Collaborated Researches on Welding: Focused on the
Activities of the Japan Welding Engineering Society in the second half of
the 1940s and the 1950s
Minoru Sawai
In the rehabilitation period of the Japanese economy, the Japan Welding Engineering Society (referred 
to JWES) and the Society of Naval Architects of Japan played a key role in a national innovation 
system of welding technology in order to catch up with the advanced countries.  The positive activities 
of each subcommittee of the JWES and cooperation among subcommittees were necessary, as the 
scope of welding technology was so wide.
 After the middle of the 1950s, subcommittees of the JWES changed from mere technological 
committees to the bodies with characters of trade associations.  Research funds of subcommittees 
of the JWES got to a larger scale, being supported by contributions from member companies which 
could afford to offer.  At the same time, the significance of collaborated researches which should be 
distinguished from in-house researches was constantly examined among people concerned.
